
国家戦略特別区域WGヒアリング
法務省説明資料

①外国人の介護人材の活用
②創業人材等の外国人材の受入れ推進

③ビザ要件の緩和等
④入管手続きの迅速化

平成26年11月20日

法務省

~ 





，， 

r日本再興戦略j改訂2014
（平成26年6月24日閣議決定） 〈抄）

2-2.女性の活躍推進／若者・高齢者等の活躍推進／外国人材の活用

(2）施策の主な進捗状況

（高度外国人材の受け入れ要件を緩和）

・高度外国人材の活用については、昨年、最低年収基準の見直しな

どの高度外国人材認定要件の緩和や親・家事使用人の帯同といっ

た優遇措置の利便性向上のための措置を実施した。さらに、本年

6月には、高度外国人材に特化した在留期間無期限の新しい在留

資格創設等を内容とする出入国管理及び難民認定法の改正法案が

成立した。

(3）新たに講ずべき具体的施策

i i i ）外国人材の活用

（高度外国人材の活用）

①高度外国人材受入環境の整備

人材の獲得競争が激化する中、日本経済の更なる活性化を図り 、

競争力を高めていくためには、優秀な人材を我が国に呼び込み、

定着させることが重要である。

このため、外国人の日本に対する理解の醸成や、留学生の受入

れ拡大・国内企業への就職支援、 JETプログラム終了者の国内での

活躍促進、外国人研究者の受入れ拡大、企業のグローバル化の推

進などの施策や、高度外国人材の受入れから就労環境及び生活環

境の改善に係る課題の洗い出しゃ解決策について、年度中を目途

に具体策の検討を進め、 2015年度から省庁横断的な取組を実施す

る。施策の検討の過程で、直ちに全国的に整備することが困難な

課題があれば、国家戦略特区等を活用して先行的に実施し、ニー

ズ・効果の検証を行うことを検討する。

とりわけ、高度外国人材の「卵」たる留学生の国内企業（特に

中小企業）への就職拡大のため、関係省庁の連携の下、情報の共

有等を進めマッチング機能を充実させるとともに、先進的な企業



の情報発信等を行う機会を設ける。また、外国人研究者の受入れ

拡大を図るため、優秀な若手研究者の海外との聞の戦略的な派

遣・招へいや、国内外に研究拠点を構築すること等により国際的

なネットワークを強化する。

高度外国人材の定着促進のため、 「高度人材ポイント制」につ

いて内外における効果的な周知を図るとともに、実際に利用する

外国人材の視点に立った分かり易いものとなるよう手続等の見直

しを行う。

（外国人技能実習制度の見直し）

また、外国人技能実習制度については、その適正化を図るとと

もに、海外における人材需要等の実態を踏まえた必要な見直しを

以下のとおり進める。

②外国人技能実習制度の抜本的な見直し

国際貢献を目的とするという趣旨を徹底するため、制度の適正

化を図るとともに、対象職種の拡大、技能実習期間の延長、受入

れ枠の拡大など外国人技能実習制度の抜本的な見直しを行い、所

要の法案を提出する。

・外国人技能実習制度の管理監督体制の抜本的強化

技能実習制度については、賃金未払いや長時間労働等の不正事

案の発生も踏まえ、関係省庁の連携による全体として一貫した国

内の管理運用体制の確立、送出し固との政府間取り決めの作成、

監理団体に対する外部役員設置又は外部監査の義務化、新たな法

律に基づく制度管理運用機関の設置など、管理監督の在り方を年

内を目途に抜本的に見直し、 2015年度中の新制度への移行を目指

す。あわせて、業界所管庁による指導監督の充実を図るとともに、

関係機関から成る地域協議会（仮称）の設置により、問題事案の

情報共有を円滑に行う体制を整備する。

・対象職種の拡大

現在は技能実習制度の対象とされていないものの、国内外で人

材需要が高まることが見込まれる分野・職種のうち、制度趣旨を

踏まえ、移転すべき技能として適当なものについて、随時対象職



種に追加してし、く 。その際、介護分野については、既存の経済連

携協定に基づく介護福祉士候補者の受入れ、及び、検討が進めら

れている介護福祉士資格を取得した留学生に就労を認めることと

の関係について整理し、また、日本語要件等の質の担保等のサー

ビス業特有の観点を踏まえつつ、年内を目途に検討し、結論を得

る。また、全国一律での対応を要する職種のほか、地域毎の産業

特性を踏まえた職種の追加も検討する。

－実習期間の延長（ 3年→5年）

技能実習制度では、実習生に対し、最大3年間の滞在を認めて

いるが、監理団体及び受入れ企業が一定の明確な条件を充たし、

優良であることが認められる場合、技能等のレベルの高い実習生

に対し、一旦帰国の後、最大 2年間の実習を認めることとし、 2015

年度中の施行に向けて、所要の制度的措置を講ずる。

－受入れ枠の拡大

団体監理型の技能実習制度では、原則受入れ企業の常勤職員数

50人以下の場合は3人、 100人以下の場合は6人等として、技能実

習生の受入れを認めているが、監理団体、受入れ企業の監理の適

正化に向けたインセンティブの一環として、監理団体及び受入れ

企業が一定の明確な条件を充たし、優良で、あることが認められる

場合、受入れ枠数の拡大を認める。このため、 2015年度中の施行

に向けて、所要の制度的措置を講ずる。

（持続的成長の観点から緊急に対応が必要な分野における新たな就

労制度の検討）
加えて、女性の活躍推進や必要な人材を園内で確保していくため

の施策を進めるとともに、既に園内において労働力不足が顕在化し

ている分野における状況も踏まえつつ、以下のとおり取組を進める。

⑤介護分野の国家資格を取得した外国人留学生の活躍支援等

我が国で学ぶ外国人留学生が、日本の高等教育機関を卒業し、

介護福祉士等の特定の国家資格等を取得した場合、引き続き国内

で活躍できるよう、在留資格の拡充を含め、就労を認めること等

について年内を目途に制度設計等を行う。





技能実習制度の見直し

介護分野における外国人材の受入れ

法務省・厚生労働省提出資料
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【外国人材の活用】

0 その他

①外国人技能実習制度の抜本的
な見直し

。

①技能実習制度の見直しに係る検討をさらに進めるため、 11月に法務省・厚

生労働省合同有識者懇談会を設置し、広く各界の意見を募るとともに、集中

的な議論を行う（12月中に取りまとめ予定）。

その内容を受け、平成27年通常国会に関連法案を提出するべく、引き続き

関係省庁と検討・調整を行う。

く管理監督体制の披本的強化＞

新たな法律に基づき設置する制度管理運用機関※については、 8月に、来年度の立

上げに向けた概算要求を行うとともに、法人形態等について関係省庁と調整中。

※監理団体の許可、監理団体等への指導 ・監督及び人権を侵害された技能実習生の保護

等の業務を予定。

く対象職種の拡大（対象職種の追加）＞

ア職種追加の進捗状況

制度趣旨を踏まえ、移転すべき技能として適当な職種・作業について、関係省庁及び

業界団体との調整を行い、随時対象職種に追加していく。

イ職種追加に係る現行制度の弾力化

年内を目途！こ「地域ごとの産業特性を踏まえた職種Jや「企業単独型において社内検

定を活用する職種Jについても対象職種への追加が可能となる措置を講ずるとともに、

多能工化のニーズに対応した措置も講じる予定

く実習期間の延長（3年今5年）＞

上記、有識者懇談会において、管理監督体制の抜本的強化とあわせて議論を行うこ

ととしている。引き続き関係省庁と検討・調整を行う。

く受入れ枠の拡大＞

上記、有識者懇談会において、管理監督体制の抜本的強化とあわせて議論を行うこ

ととしている。今後、関連法案の作業状況を踏まえて，関係省庁と所要の法令整備につ

いて検討・調整を行う。
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【E 外国人材】

3.介護分野における外国人材の受入れ

②介護分野における外国人材の受 l t'¥.. 

入れ ｜｜ 〉

②【厚生労働省】

事業者、従事者など関係者による議論を行う場として、 10月30日に

「外国人介護人材受入れの在り方に関する検討会J（※）を設置し、検

討を進める。また、関係省庁との間での検討・調整を図る。

（※）検討会における主な検討事項（予定）

① 技能実習生の受入れの在り方

②国家資格取得者に在留資格が付与された場合の運用の在り方等

③ EPAの更なる活用方策

【法務省】

法務大臣の私的懇談会である「出入国管理政策懇談会J等における

議論を踏まえ，日本の大学等を卒業し、「介護福祉士jの国家資格を

取得した外国人留学生について、引き続き国内で就労できるよう、現

在、在留資格の拡充を含めた検討を行っている。

今後も、関係省庁と連携し、年内を目途に制度設計を着実に進める。

、，



新たな法律に基づく技能実習制度管理運用機関の設置について 困

「日本再興戦略改訂2014J （平成26年6月24日閣議決定）において、賃金未払いや長時間労働等の不正事案の発生
ち踏まえ、新たな法律に基づく制度管理運用機関の設置をはじめとする管理監督体制の抜本的強化を図るべく、平成
27年度中の新制度への移行を目指すこととされている。

÷ ｜ 新法人（取糊）を設置する~一一

（新法人の業務（案） ） 

0監理団体の許可・取消
0優良な監理団体・実習実施機関の認定 ？取消
0監理団体等の指導・監督（報告徴収、立入検査等）

0技能実習計画の認定・取消
O人権を侵害された実習生の保護
0監理団体・実習実施機関等のデータベース管理

新法人の在り方（案）

新法人は監理団体への許可及び取消権限の付与や立入検査権限の付与と違反事項の告発行為など行政機関に準じた
機能を持つことから、法律に基づく公法人とする。

新法人の体制（案）

取締業務等を確実に実施するために必要な体制を構築する。
（本部及び地方事務所の設置）

業務の ro 監理団体制2,000団体）への立入検査を年1回実施
イメージ Lo 実習実施機関（約3万事業場）への立入検査を実施（約3年間で金数を網羅）



技能実習制度の仕組み

0技能実習制度は、国際貢献のため、開発途上国等の外国人を日本で一定期間（最長3年間）に限り受け入れ、 OJ Tを通じて技能を

移転する制度。 （平成5年に制度創設。改正入管法が施行された平成22年7月より現行の仕組み。）

0技能実習生は、入国直後の講習期間以外は、雇用関係の下、労働関係法令等が適用されており、現在全国に約16万人在留している。

← f o入国在留資格：「技能実習1号イ、口J

講習（座学）
実習実施機関（企業単独型のみ）文は監理団体で
原貝IJ2か月間実施

（雇用関係なし）

塞萱
実習実施機関で実施
※団体監理型：監理団体による訪問指導・監査

技能実習の流れ技能実習制度の受入れ機関別のタイプ

日本の企業等が海外の現地法人、
【企業単独型】合弁企業や取引先企業の職員を

受け入れて技能実習を実施
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0在留資格の変更

在留資格：「技能実習2号イ、口J

号

基礎2級労働者

雇
用
関
誕
の
下
で
の
実
習

実
一
習

※対象職種
送出国のニーズがあり、公的な技能評価制度が整備さ

れている職種（現在68職種）

※対象者
所定の技能評価試験（技能検定基礎2級相当）に合格

した者

， 
技

能

2
年
目

窒萱
実習実施機関で実施
※団体監理型：監理団体による訪問指導・監査

※到達目標
技能検定3級相当

2 
3
年
目

地
方
入
国
管
理
局

非営利の監理団体（事業協同組合、商
工会等）が技能実習生を受入れ、傘下
の企業等で技能実習を実施

戸一百五ζ

【団体監理型】

0帰国

号



I 企業単独型による技能実習の概要 ｜ 

企業単独型での受入れが毘められる技能実習生

本邦の公私の機関の外国にある事業所の職員（合弁企業や現地法人を含む）

実習実施機関と引き続き1年以上の国際取引の実績を有する機関の職員

実習実施機関と過去1年間に10億円以上の国際取引の実績を有する機関の職員

実習実施機関と国際的な業務上の提携文はその他の業務上の関係を有する

機関で法務大臣が告示をもって定めるものの職員

「欝曹』について

技能実習生が「講習』で修得する内容

日本語 ｜ ｜修得技能に関する知識 ｜生活一般に関する知識｜

技能実習生の法的保護に必要な情報（労働関係法令，入管法令など） 1 など

「講習」を実施すべき時間数

技能実習1号での活動時間全体の1/6以上 司・砂 技能実習1号の活動時間が
_J .....- 1年の場合 2か月

海外で160時間の事前講習を受けている場合

技能実習1号での活動時間全体の1/12以上
技能実習1号の活動時間が

1年の場合 1か月

技能実菅生の受入れ人数枠

実習実施梅聞の常動車隊員の総数の1/20以内

（注）常勤職員に，外国にある事業所に所属する常勤職員及び技能実習生を含まない。

技能実習1号イ

(1年目）

企業での筏能等修得活動》

技能実習2号イ

(2年目）

技能実習2号イ

(3年目）

《技能実習2号イ移行対象職種について企業での技能実習》

《現在，移行対象職種lま68職種》2か月

実習実施機関の責務

i’－－－r日本人が従事する場合に受ける報酬と同等額以上の報酬を受ける
. l 雇用契約の締結

技能実習指導員の配置

(5年以上の経験を有する常勤職員）

生活指導員の配置

aa司
司

技能実習生が途中帰国等した場合の地方入国管理局への報告

｛
仁 ． 

．．
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b
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P

．、－e44
4
4
4市
品

技能実習生用の宿泊施設の確保

帰国担保措置（技能実習生の帰国旅費の確保等）

技能実習実施状況に係る文書の作成及び保管



I 団体監理型による按能実習の概要 ［ 

団体監理型での受入れが包められる団体（営利を目的としない団体）

商工会議所又は商工会、中小企業団体、職業訓練法人、農業協同組合、漁業協同組合、公益社団

法人及び公益財団法人、法務大臣が個別に告示した団体

rat膏』について

0 実習実施機関との雇用契約に基づいて技能等修得活動を実施する前に．本邦で一定期間以上， 講義形

式の講習の実施を義務付け

rat冒jで修得する内容

日本語 ｜｜ 修得技能に関する知識 ｜｜ 生活一般に関する知識 ｜ ー－・”も

技能実習生の法的保護に必要な情報（労働関係法令．入管法令など）（※）

※尊門的な知織を有する外部講師が行うものに限る

rat習』を実施すべき時間敏

技能実習1号ロでの活動時間全体の1/6以上

海外の公的機関又は教育機関で1か月以上かっ

160時間以上の事前講習を行っている楊合

1号ロでの活動時間全体の1/12以上

技能実習1号の活動時聞が

1年の場合 1か月

受入れ人数枠

下の表の範囲内で，かつ＇ ~健習実施後聞の常勤磯員の総数を超えない人数

実習実織機関の常勤の職員の総数 技能実習生の人数

301人以上 常動機員総数の20分の1

20 1人以上 300人以下 15人

101人以上 200人以下 10人

51人以上 100人以下 6人

50人以下 3人

（注1）常勤職員に．外国にある事業所に所属する常勤職員及び技能実習生を含まない。

｛注2）上犯の受入れ人数枠の例外 「

0 職業訓練法人（社団かつ実習実施機関が中小企業者である場合を除く）による受入れ」

O 公益法人（開発途上国に対する農業技術協力を目的とするものを除〈）による受入れ J 

O 農業を営む実習実施機関において．農業法人以外で受け入れる場合 L ~有ゴ士、
~ I 2人以肉 l

O 漁業協同組合の監理の下で．船上における漁業を営まない法人以外の実習実施機関川 ＼』ハr~n)
に受け入れる場合 ’ 

O 漁業協同組合の監理の下で漁船に乗船して行われる技能実習の場合 〉

J開閉噴欝事楠繍明

監理団体

監理団体による監査及び地方入国管理局への報告（3月に1回以上）

筏能実習生からの褐該に対応する体制の構築（栂談員の配置等）

実習実施機関での技能実習継続が図鈴な犠合に
新たな実習実施機関の確保に努めること

監理費用を徴収する場合は金額及び使途を明示すること
（筏能実習生及び送出し機関への負担祭止）

技能実習実絡機関に赴

き実施状況の確認・指導

( 1月に1回以上）

妓能実習生が途中帰国等し：fニ場合の地方理入国管局への報告

帰国担保鎗置（綾能実習生の帰国自慢費の確保等）

講習の実施状況に係る文書の作成及び保管

《企業での技能等修得活動》

同了τ孟翠格
~··苔雀塁•~lit長I~日

《後能実習2号イ移行対象職種について企業での筏能実習》

’ 《現在．移行対象職種は68職種》

，．，aB
E
E
t
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技能実習生用の宿泊施設の確保（監理団体も可）

労働者災害繍償保険等の措置（監理団体も可）

－－
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E
E
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日本人が従事する場合に受ける報酬と

同等額以上の報酬を受ける雇用契約の締結

銭能実習指導員の配置（5年以上の経験を有する常勤膿員）

生活指導員の配置
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｜ 技能実習2号移行対象職種（平成26年4月現在 68職種126作業） ｜ 
1 農業関係（2職種5作業）

職種名
4 食品製造関係（7職種12作業）

制重名 作業名

6 縫械・金属関係（15職種27作業）l，樹 ~＇ 

職種名 作業名

勝造 鋳鉄鋳物鋳造作業
缶詩巻締本 缶詰巻締 非鉄金属鋳物鋳造作業

恒産厳禁本

2 漁業関係（2職種9作業）・－－・ー
聡種名 作業名

魚船漁業本 かつお一本釣り漁業

まぐろはえ縄漁業

いか釣り漁業

まき網漁業

底曳網漁業

院し網漁業

陸軍網漁業
かl」・ぇびかご漁業作業

曜E高百堂~ ＊ 隙タァ;ljイ ・マガキ蓑殖作業

3 建設関係（21職種目作業）
ー 一一一 ‘ ー 守’・ ’一一 － - -・ 

臓穫名 作業名

さく井 2てーカツション式さく井工事作業
ロータリ一式さく井工穆作業

国軍笛柄金 lタクト板金作業

冷凍空気調和機器施工 陣；東空気調和機器施工作業

裡E製作 木製建具手加工作業

隆築大工 大工工事作業

~~－争施工 型枠工事作業

鈴筋施工 除筋組立て作業

とび とぴ作業

食鳥処Z勤日工業＊ ．食烏処理加工作業

防日勲性水産加工 節類製造
｜食品製造業＊

加熱乾製品製造

調味加工品製造

くん製品製造

非加熱性水産加工 塩蔵品製造
食品製造業＊

乾製品製造

発酵食品製造

水産繰り製品製造 かまぼこ製品製造作業

11 kム・ソーセージ・ペーコン製造 u ¥b.・ソーセージ・ベーコン製造作
業

υてン製造 パン製造作業

5 繊維・衣服関係（11聡種20作業）

職種名 作業名

紡績運転＊ 前紡工程作業

精紡工程作業

巻糸工程作業

合燃糸工程作業

織布運転＊ 準備工程作業

鍛 造 u Lンマ型鍛造作業

lプレス型鍛造作業

iダイカスト ホットチャンパダイカスト作業

コールドチャンパダイカスト作業

陥械加工 臨盤作業

フフイス盤作業
団長居--fレス加工 l金属プレス作業
鉱工 湾造物鉄工作業
IT慢絹金 機械板金作業

lめっき 電気めっき作業
溶融亜鉛めっき作業

アルミ つム陽傾酪化処理 陽極磁化処理作業

白土よげ i台工異仕上げ作業
陰型仕上げ作業

蔵様雇亘社上げ作業

機織倹査 隊総検査作業

働総系保全作業
且2・E ー司 。f四 17て 電子機器組立て作業

陣気機器組立て 回転電機組立て作業
｜変圧器組立て作業
配置包鐙 ・制御盤組立て作業
開閉制御器具組立て作業

回転電機巻線製作作業

げリント配線板製造 ｜プリント配線板設計作業
｜プリント配線板製造作業

7 その他（10職種22作業）
職種名 作業名

脂材施工 陥材加工作業 製織工程作業 車 問削’h’Fー 懐具手加工作業
厄張り作業

lタイル張り タイル張り作業

かわらぶき かわらぶき作業

仕よ工程作業

染色 糸浸染作業

印 刷 オフセット印刷作業

製本 製本作業

プラスチック成形 圧縮成形作業

l芹官 陸宮作業

配管
隆プ築ラ配ン管ト作配業管作業

工 限温保冷工事作業

同装仕上げ施工 Iフフスチック系床仕よげ工事作業

織物 ・ニット浸染作業

ニット製品製造 靴下製造作業

丸編みニット製造作業

たて縞ニッ ト生地製造＊ たて編ニット生地製造作業

射出成形作業

インフレーション成形作業

ブロ一成形作業

強化プラスチック成形 l=F積み積層成形作業

塗 装 建築塗装作業
カーペット系床イ士よげ工事作業
銅製下地工事作業

同一ド仕上げ工事作業

婦人子供服製造 婦人子供既製服製造作業

締士服製造 紳士既製服製造作業

金属塗装作業

鋼4喬塗装作業

噴務塗装作業
力一ァン工事作業 寝具製作 寝具製作作業 溶 嬢 ＊ 手j容獲

サッシ施工 ピル用サヅシ施工作業

防水施工 シーリング防水工事作業

コンクリート圧送施工 コンクリート圧送工事作業

カーペット製造本 織じゅうたん製造作業

タフテッド力ーペット製造作業

半自動溶接

庄業包装 工業包装作業
紙器・段ボール箱製造 印刷箱打銭き作業

ウエルポイント施工 ウエルポイント工事作業

民堅 Z毒 陸装作業
二一ドルパンチカーペット製造作業 印刷箱製箱作業

貼箱製造作業

陸段機械施工＊ 牌土・整地作業

開込み作業

掘削作業

帆布製品製造 帆布製品製造作業

怖はく縫製 ワイシャツ製造作業

段ボール箱製造作業
陶磁器工業製品製造＊ 際械ろくろ成形作業

圧力鋳込み成形作業

締固め作業 パッ ド印刷作業

（注） ＊の職種は （公財）国E蜘丹修協力機構 (JITCO）認定H断重



出入国管理政策懇般会・外国人受入れ制度検討分科会における技能実習制度の見直しの方向性検討結果概要

0基本的考え方

技能等の修得・移転を確実に達成する受入れ機関についてのみ受入れを認め，あわせて技能実習生の人権保護の強化や瞥理団

体の監理体制の強化及び関係機関による需視体制の構築等を目指し技能実習制度から不適正団体を排除する

0現行制度及び指摘されている問題点・要望等

女技能等の修得・移転

・実習修了時の技能評価試験受験の義務がなく効果測定が不十分

女監理団体による監理及び公的機関による監視

－法令上，監理団体の体制等に関する規定がなく監理団体による指導・

監督が不十分

・JITCOについて，法的根拠があいまいで，強制権限に基づかない調

査・指導しか行えず実効性に限界がある

・悪質な受入れ機関に対するサンクションが不十分

肯技能実習生に対する人権侵害行為等への対応

・賃金不払い等の労働関係法令違反や技能実習生に対する人権侵害等

への保護体制が不十分

－相談体制が十分ではなく，技能実習生が申告しにくい状況

－雇用主を自由に変更できず，不適正な受入れ機関からの移籍への支援

が不十分

女送出し機関

・違約金や保証金の徴収など送出し機関の不正に対しては圏内の適正
化だけでは不十分

・・・・・・・・・・・・・・・・・・...・・・・・・・・・・・・・・・・・・b・・・・・・・・・・・............・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6・・・・・・・・・・・・........................................................

合実習期間
・最大3年間とされ，期間延長や再技能実習は認められていない

女受入れ人数

・実習実施機関の常勤職員数に応じた人数枠（常勤職員数50人以下は

3人，51人～100人は6人等）となっている

女対象職種

・多能工化，技術進歩や送出し国の産業発展等に十分対応できていない

． 

0見直しの方向性

確実な技能等の修得・移転（制度趣旨・目的の徹底）

・実習修了時の技能評価試験の受験の義務化

監理団体による監理の適正化及び公的機関による監視体制の強化

・監理団体の義務・責任を明確化し一定数の外部理事・監事設置文は

外部監査導入の義務化

－行政機関の監視体制強化，行政機関を補完する機関の位置付けの明

確化により，政府が一貫して厳正な指導・監督を行う体制整備

－罰則の整備や不適正な監理団体等の名称の公表の検討

技能実習生に対する人権侵害行為等への対応の強化

－人権侵害等を行った受入れ機関に対し，人権侵害の程度に応じて新

たな罰則も含めて検討

－通報窓口機能の充実・強化

・不適正な実習実施機関から他の機関へ転籍できる仕組みの構築

送出し機関への規制の実効性の強化

・送出し国政府による送出し機関規制強化のための2国間協定の締結

を検討。あわせて特定国に集中していることの適否の検討

実習期間の延長（文は再技能実習）

－優良な受入れ機関で一定の要件を満たす技能実習生へ， 2年程度の

実習期間の延長又は再技能実習

受入れ人数の上限の見直し

－常勤職員数に応じた区分について，よりきめ細かい人数枠の設定

．優良な受入れ機関への付加的人数増を認める

対象職種の鉱大

・多能工化や技術進歩，送出し国の産業発展等に即した職種の追加

．介護等の分野の2号移行対象職種の拡充

※なお，技能実習になじまない分野での外国人受入れの可否，在り方については別途要検討





技能実習制度の見直しに関する法務省 ・厚生労働省合同有識者懇談会

開催要綱

1 趣旨

技能実習制度の見直しについて，第 6次出入国管理政策懇談会・外国人受

入れ制度検討分科会「技能実習制度の見直しの方向性に関する検討結果（報

告）J （平成26年 6月 10日）を踏まえ、「日本再興戦略改訂 2014」（平成 26年

6月24日閣議決定）において、「新たな法律に基づく制度管理運用機関の設置

など、管理監督の在り方を年内を目途に抜本的に見直し、 2015年度中の新制

度への移行を目指すJとともに、実習期間の延長や受入れ枠の拡大について、

「2015年度中の施行に向けて、所要の制度的措置を講ずるJこと等とされて

いる。

このため、法務省入国管理局長及び厚生労働省職業能力開発局長が開催す

る懇談会として「技能実習制度の見直しに関する法務省 ・厚生労働省合同有

識者懇談会（仮称）J （以下「懇談会Jとしづ。）を設置し、技能実習制度の管

理監督体制の抜本的強化策、実習期間の延長、受入れ枠拡大等の制度の拡充

策等について、広く各界の意見を募り、検討の参考とすることとする。

2 検討事項

( 1）技能実習制度の管理監督体制の抜本的強化策

( 2 ）実習期間の延長、受入れ枠の拡大、対象職種の拡大等の制度の拡充策

( 3）その他

3 参集者

別紙のとおり

4 その他

( 1 ）懇談会は、法務省入国管理局長及び厚生労働省職業能力開発局長が協働

し、別紙の構成員の参集を求め、開催する。

(2）懇談会には、構成員の互選により座長を置く。

( 3）懇談会には、必要に応じ、別紙構成員以外の有識者等の参集を依頼する

ことができるものとする。

( 4）懇談会の庶務は、法務省及び厚生労働省が協働して行う。

( 5）この要綱に定めるもののほか、懇談会の開催に必要な事項は、法務省入

国管理局長及び厚生労働省職業能力開発局長が座長と協議の上、定める。



技能実習制度の見直しに関する法務省・厚生労働省合同有識者懇談会

委員名簿

（敬称略 ・五十音順）

青山伸悦 日本商工会議所理事 ・事務局長
あさいのりこ

浅井紀子 中京大学経営学部教授
u、たがき

板垣 全日本電機 ・電子・情報関連産業労働組合連合会書記次長
つねこ

恒子

勝野 龍平 全国商工会連合会専務理事
こばやし しん

小林信 全国中小企業団体中央会労働政策部長
しんたにのぶゆき

新谷信幸 日本労働組合総連合会常任中央執行委員 ・総合労働局長

全日本自動車産業労働組合総連合会副会長
たカ‘くらあきら

高倉明
たかはしすすむ

高橋進 株式会社日本総合研究所理事長
たがやかずてる

多賀谷 一照 濁協大学法学部教授
とよし主 えいざぶろう

豊島栄三郎 国公関連労働組合連合会副委員長

根本勝則 日本経済団体連合会常務理事

学習院大学法学部教授
はしもと ょうこ

橋本陽子
やまかわ りゅういち

山川隆 一 東京大学大学院法学政治学研究科教授
よしかわせいいち

吉川精一 弁護士



関係省庁出席者

法務省入国管理局長

法務省大臣官房審議官（入国管理局担当）

法務省入国管理局総務課長

法務省入国在留課長

法務省入国管理局参事官

（法務省）

いのうえ ひろし

井上宏
きねふち まさみ

杵測正巳
きくち ひろし

菊池浩
いしおか くにあき

石岡邦章
こあらい ともあっ

小新井友厚

厚生労働省職業能力開発局長

厚生労働省大臣官房審議官 （職業能力開発担当）

厚生労働省職業能力開発局育成支援課長

厚生労働省職業能力開発局海外協力課外国人研修推進室長
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外務省領事局外国人課長

厚生労働省労働基準局監督課長

厚生労働省職業安定局派遣・ 有期労働対策部外国人雇用対策課長

農林水産省経営局就農・女性課長

経済産業省経済産業政策局産業人材政策室長
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ポイント計算により，高度人材と認定されれば
出入国管理上の優遇措置を受けることができます！

⑧〕 一定の条件の下での
哩ノ 親の務向



《ポイント計算表》
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大学を卒業し又｜まとれと
同等以上の教育を受けた
者（博士号又l<I:修士号取
得者を除く）

R
U

一
n
u

－R
U

一
n
U

2
一
2
一
1
一
1

・・・・・・且
I

．．
 
，El
i
－E
－－－
E
－t
－a
t
 

年
一
～
一
～

一
～

o
一
年
一
年

一
年

1
・

F

づ
J

－R
v

－q
u

n
u

一
円U

一
円U

一
円U

一
円U

5

一
4

一
3

一
2

一
1

～
…
～
一
～
…
～
一
～

円

一
円

一
円

一
円

一
円

万

一
万

一
万
一
万

一
万

n
u

一
n
u

一
n
u

一
n
u

一
円U

O
一
O
一
O
一
O
一

o

n
u

一
民
叫
一

n
u

一
R
U

一
n
U

3

一
2

一
2

一
1

一
1

代表取続役．代表執行役 目
I 10 

ポストでの受入れ I 

取締役． 執行役ポストで lc: 
の受入れ I ,_, 

lO 

10 

イノベーションを促進す
るための支援翁置（別に
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博士号（専門取に係る学
位を除く）取得者

修士号（専門臓に係る博 lI 20 
士を含む）取得者俗的 I 

大学をZ事業し又はこれと
同等以上の教育を受けた
者 （憾士号又は修士号取
得者を除く）

年齢区分に応じ．ポイン
トが付与される年収の下
限を異なるものとする。
詳細は②多照．
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博士号（専門職に係る学
位を除く）取得者

修士号（専門蔵に係る博I20 
士を含む）取得者 I 
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イノペーションを促進9
るための支援指置（別に
告示で定めるもの）を受
けている尊重関における就
労世H

年齢区分に応じ．ポイン
トが付与される年収の下
限を異なるものとする．
詳細は＠渉照

5 
話量産研究費等比率が3%
を超える中小企業におけ
る就労5 

認験研究費等比率が3%
を超える中小企業におげ
る就労

5 

10 

B本醤能力lit量産Nl取得
者若しくはこれと同等以
上の能力があることを試
験世田により認められて
いる者又は外国の大学に
おいて日本暦を専攻して
卒業した者

15 

本邦の高等教育機関にお
いて学位を取得

10 

試験研究費等比率が3%
を超える中小企業におけ
る鉱労

5 

イノベーションを促進す
るための支媛措置｛別に
告示で定めるもの）を受
けている織関における就
労 僅り

10 

15 

日本語能力鼠厳Nl取得
者若しくはこれと同等以
上の能力があるととをまま
験｛注目により認められて
いる者又は外国の大学に
おいて日本密を専攻して
卒業した者

本邦の高等教育機関にお
いて学位を取得

（注 l）就労する機関が中小企築である傷合には．日j途
l 0点の加点

｛注2）例えば. BJ Tビジネス日本密能力テストにおげ
る480J点以上の得点
（注3）経営管理に関する専門職学位（MBA.MOT) 
を有している場合には．別途5点の加点

本郊の高等教育機関にお
いて学位を取得

日本題能力誌験Nl取得
者若しくはこれと同等以
上の能力があることを試
験世田により既められて
いる者又は外国の大学に
おいて日本題を専攻して
事業した者

15 

研究論文の実績については．我が国の国の機関において利用されている学術論文デー
タペースに登録されている学術総箆に掲載されている鈴文（申務人が責任著者であるも
のに限る．） 3本～

15 

上記の項目以外で．上記項目におげるものと同等の研究実績があると申請し人がアピー
ルする場合（著名な貧の受貧歴等）．関係行政機関の震の愚見を聴いた上で送務大臣が
個別にポイントの付与の適否を判断．

※高度学術研究分野については. 2つ以上に該当する場合には25点

20 3件～入国前に公的機関からグラントを受けた研究に従事した実績
研
究
実
績
※

15 

20 

20 

一一耕
一一一耕
一一



日本語 Jaoanese 葵程 Enalish 

率二A〉〉高度人材ポイント制による出入国管混トの偲i開閉l麿〉〉どのような優遇J昔置が受けられ否？

？ー斗a・白 υーコレVトダウシロード
醐 蹄 ｛附でダワ〉ロードでさます｝

！ 竺竺ヨ ~ PDF (l.O MB) 

に竺哩守 一『 『＿_,  

高度人材ポイシト舗とは？

ポイント野舗の仕組みは？

トのよう欄貫郡部ム♂｜
琴錦きの施れは？

必要な申m・頚は？

Q&くある剛

'A 

もお聞い創増依こちらへ
外国人在留総会インコォメーションt!ンター

平日8:30～17: 15 

0570・013904
IP電路・ PHS・海外から

03圃 5796・7112
※オペレーターは日本店文｛孟英梧での対応となり

ます．

関係法令・関係資料

憲民苦人材上降告示

高度人材在留指針

高度人材ポイント理由lの見直しに

2叫工

どのような優遇指置が受け8れる？

高度人材と認定された外国人の方には，次の出入国管理よの優遇指置が認められます。

1 複合的な在留活勘の許容

通常，外国人の方は，許可された1つの在留資格で認められてい

る活動しかできま世んが，高度人材外国人は，例えlま，大学での

研究活動と併せて関連する事業を経営する活動を行うなど複数の

在留資格にまたがるような活動を行うことができます。

2 在留期間『5年Jの付与

高度人材外国人に対しては，法律上の最長の在留期間である rs
年Jが一律に付与されます．

※この期間は更新することができます．

3 在留歴に係る永住許可要件の緩和

永住許可を受けるためには，原則として引き続き10年以上日本

に在留していることが必要ですが，高度人材外国人としての活動

を引き続き概ね5年間行っている場合！こ，永住許可の対象となり

ます。

※高度人材外国人としての活動を引き続き4年6月以上行っている場合に
は，永住許可申摘を受理します．

4 入国 ・在留手続の優先処理

高度人材外国人に対する入国 ・在留審査は，優先的に早期処理が

行われます．

入国事前審査に係る申請については申請受理から10日以内を

目途

在留審査に係る申請については申請受理から5日以内を目途

5 配偶者の就労

配偶者としての在留資格をちって在留する外国人が，在留資絡

「教育j, 「授やr.iJ, 「人文知識 ・国際業務」などに骸当する活

動を行おうとする場合には，学歴・聡歴などの一定の要件を満た

し，これらの在留資格を取得する必要がありますが，高度人材外

国人の配偶者の場合は，学歴・職歴などの要件を満たさない場合

でち，これらの在留資絡に該当する活動を行うことカ？できます．

6 一定の条件の下での親の術開の許容



現行制度では，就労を目的とする在留資格で在留するタ十国人の親

の受入れは認められまぜんが， ①高度人材外国人又はその配偶

法務省入国管理局総務課 2 0 1 4 者の7歳未満の子（養子を含みます．）を養育する場合

②高度人材外国人の妊娠中の配偶者又は妊娠中の高度人材外国人

本人の介助等を行う場合

については，一定の要件の下で，高度人紛外国人又はその配偶者

の親（養親を含みます。）の入国・在留が認められます。

主な裏件

①高度人材外国人の世帯主年収※が800万円以上であること

※高度人材外国人本人とその配偶者の年収を合算したものを
いいます．

②高度人材外国人と同居すること

③高度人材外国人又はその配偶者のどちらかの親にF艮ること

7 一定の条件の下での家事使用人の待問の齢容

外国人の家事使用人の雇用は，在留資格「役資・経営J' 「法
律・会計業務J等で在留する一部の外国人に対してのみ認められ

るところ，高度人材外国人については，一定の要件の下で，外国

人の家事使用人を稽向することが認められます．

主な要件

①外国で雇用していた家事使用人を引き続き雇用する場合

の条件（入圏第同型）

・高度人材外国人の世積年収が1, 0 0 0万円以上ある

こと

－帯同できる家事使用人は1名まで

－家事使用人に対して月額20万円以上の報酬を支払う

ことを予定していること

－帯同する家穆使用人が本邦入国前に1年間以上当飯高

度人材外国人に雇用されていた者であること

・高度人材外国人が本邦から出国する場合，共に出国す

ることが予定されていること

② ①以外の家事使用人を雇用する場合（家庭事情型｝

－高度人材外国人の世帯年収が1, 0 0 0万円以上ある

こと

. ~答同できる家彦使用人は 1名まで

－家事使用人に対して月額20万円以上の報酬を支払う

ことを予定していること

・家庭の事情（申請の時点において， 13歳未満の子又

は病気等により日常の家寧に従事することができない

配偶者を有すること）が存在すること



＜認定要件について＞

項番 項目 事項

最低年収基準の見直し

トーーーー一ーー
年収要件

本邦の所属機関以外の機関からの年
2 

収の算入

3 研究実績
高度学術研究活動における研究実績
に係る評価項目のポイント引上げ

4 日本語能力
日本語能力に係る評価項目のポイン
ト引上げ

5 
日本での留 日本の高等教育機関の学位取得に
学経験 係る評価項目のポイント引上げ

資格等に係る
6 

加算
一定の資格，学位，表彰に係る加点

中小企業に 中小企業が制度を利用しやすくする
7 

係る加算 ための加点

8 認定対象 1年未満の在留予定者の取扱い

高度人材ポイント制の見直しについて 平成 2 5 年 1 2 月

法 務 省 入 国 管 理 局

~ 4且8． 
τ 

内容 見直し理由等． 

①高度学術研究活動について最低年収基準を撤廃する。 大学等教育機関や中小企業で就労する者については一般的に
②高度専門・技術活動及び高度経営・管理活動について，年齢別の 大企業で就労する者より年収が低いことに配慮する必要がある
基準を撤廃し，全年齢に共通の基準として300万円に引き下げる。 ため。

本邦の所属機関以外の機関からの報酬で、あっても外国人が海外の 海外の親会社などから高額の報酬を受け取っているにもかかわ
事業所から派遣される場合には当該外国人が当該事業所から受け らず，高度人材認定が受けられなかった事例があるため。
る報酬を「年収Jに算入する。

高度学術研究活動において，「研究実績Jに係るポイントを次のとお
り引き上げる。 学術研究活動に従事する外国人については，研究実績に聞す
①研究実績が1つの場合は，現行の15点を20点とする。 る評価を高めることが適当で、あるため。
②研究実績が2つ以上の場合は，現行の15点を25点とする。

「日本語能力Jに係るポイントを現行の10点から15点に引き上げ 高い日本語能力を有していることに関する評価を高めるζとが

る。 適当であるため。

「日本の高等教育機関の学位取得Jに係るポイントを現行の5点か 日本の高等教育機関における留学経験があることに関する評

ら10点に引き上げる。 価を高めることが適当であるため。

①一定の専門職学位（MBA.MOT）について，学位としての加点に 一定の信頼性があり．高度人材外国人がその活動類型におい
加え更なる加点対象とする（5点）。 て従事する業務に資すると評価できる資格等については．評価
②一定の外国の資格．表彰等を加点対象とする（5点）。 対象とすることが適当であるため。

①外国人が所属する企業がイノベーション促進支援措置を受けてい
る場合に，現行で10点加点しているところ，当該企業が中小企業で

大企業だけでなく，より幅広い所属機関で高度人材外国人が活
ある場合には，さらに10点加点する。
②外国人が．試験研究費等比率が3%超の中小企業に所属している

躍できるようにするため。

場合には5点を加点する。

1年未満の在留予定者も高度人材ポイント制の対象者とする。
在留予定期間が1年未満の者で、あっても，高度人材として受け
入れたいとのニーズがあるため。



く優遇措置について＞
~ -・ 

項番 項目 事項 内容 見直し理由等

親の帯同のための年収要件の引下 親の帯聞のための年収要件を現行の1,000万円から800万円に引
育児支援が必要なのは若い高度人材と考えられるところ，一般

9 
lず き下げる。

的に，若年層で高い給与水準に達することが困難であるという
事情に配慮し，三世代世帯の平均的な収入を考慮。

一

10 妊娠中の場合における親の帯同
親の帯同について，高度人材の子を養育する場合だけでなく，高度 子の養育の場合だけではなく，妊娠中の場合であっても親の帯
人材本人文は配偶者が妊娠中の場合においても可能とする。 聞を認めることが適当であるため。

一親の帯同
親の帯同のための子の年齢要件の 親の帯同が認められる子の年齢を現行の『3歳未満jから「7歳未 育児支援を目的とする親の呼び寄せができる期間については，

11 
見直し 満Jに引き上げる。 小学校就学前まで認めることが適当であるため。

12 親の帯同のための実子要件の見直し
親の帯同のための実子要件を撤廃し．養子の養育目的であっても親 養子の養育自的であっても親の帯同を可能とすることにより，告IJ

の帯聞を可能とする。 度の利便性向上を図るため。

トーーーーー－

13 親の帯同のための実親要件の見直し
親の帯同のための実親要件を撤廃し，養親についても帯同可能とす 養親の帯同を可能とすることにより，制度の利便性向上を図る

る。 ため。

－家事使用人の帯同を行いやすくすることにより，制度の利便性

14 
家事使用人 家事使用人の帯同のための年収要 家事使用人の帯同のための年収要件を現行の1,500万円から1,000向上を図るため。
の待問 ｛牛の引下げ 万円に引き下げる。 －夫婦と未婚の子の世帯の平均収入及び家事使用人への報酬

を考慮。

15 
親又は家事使用人の帯同のための 親文は家事使用人の帯同のための年収要件について，高度人材外 親や家事使用人の帯同を行いやすくすることによりで，制度の
年収要件に係る配偶者の年収の合算 国人の配偶者の年収を合算して評価する。 利便性向上を図るため。

一 親・家事使用

人の帯同

親又は家事使用人の帯同のための 本邦の所属機関以外の機関からの報酬であっても外国人が海外の
上記2の年収に関する取扱いを親又は家事使用人の帯同につ16 年収要件に係る本邦の所属機関以外 事業所から派遣される場合には当該外国人が当該事業所から受け

の機関からの年収の算入 る報酬を「年収Jに算入する。
いても適用するもの。



高度人材ポイント制の月別認定件数の推移

200 

184 

180 

160 
・高度学術研究活動

・高度専門・技術活動
田高度経営・管理活動

146 

140 
128 

120 

100 
97 

80 
69 

60 
57 56 

20 

48 47 50 
守，a・今コ凋uマ44 

40 

0 

2 手々や会会，，.o~ ........ ~ ,,_'V~r$<＂~ 手会会会会ぞや余命タ〈令ご'Y~r$<... ~ 乎手会余余命令
'lア 勺 'lア’レ

121 361 761 1451 1851 2331 2801 3131 3421 3861 4361 4931 5371 5791 6191 6641 6991 7551 7981 8451 8981 995l1130l1276l1404l1556l1730l1914 
21 51 131 181 201 331 391 481 491 531 641 741 781 821 881 981 1071 1151 1271 1341 1431 1571 1881 2241 2581 291 I 3251 366 
81 271 571 1171 1541 1871 2271 2481 2751 3131 3491 3941 4331 4681 5001 5331 5561 5981 6261 6631 7021 7851 8871 99511086112021133811478 
21 41 61 101 111 131 141 171 181 201 231 251 261 291 311 331 361 421 451 481 531 531 551 571 601 631 671 70 





， 

,. 

「信頼できる渡航者』に係る出入国手続の円滑化

0 日本人及び我が国の在留資格を有する外国人（再入国許可を有する者に限る。）については，所定の登録手続（指
紋情報の提供等が必要）をすれば，入国審査官から証印を受けることなく自動化ゲートを通過して出入国すること

経緯
ができることとしその出入国手続の簡素化・迅速化を図っているところ（平成19年11月施行）。

0 観光立国実現に向けたアクション・プログフムにおいて「空港での出入国手続の迅速化を図るため，自動化ゲート
の利用を促進する」ことが求められている（平成25年6月観光立国推進閣僚会議）

; ーキ
ヨ‘

頻繁に来日する外国人のうち出入国管理上のリスクが低い者（信頼できる渡航者：トラスティド・トラベラー）を自動化
目的 lゲートの対象とする新たな枠組みを構築し，これらの者の出入国手続の迅速化を図る。

r一一一ー l新たな自動化ゲートの対象者（信頼できる渡航者） ※｜ ※所定の登録手続（指紋情報の提供等が必要）をとる必要あり

①「短期滞在Jの活動を行おうとする者であること
②我が国への渡航歴が一定以上あること
③過去に入管法違反歴がないこと
④その他法務省令で定める要件に該当する者であること（注）

改正 l （注）省令上の要件として，商用目的であること査免国のうち一定の範囲の国の国籍を有すること，一定の範囲
内容 l の企業に所属し当該企業に一定年数以上在籍していること等を規定する予定 【第9条関係】

｜証印に代わる措置｜

－新たな自動化ゲートの対象者には，登録時にカードを交付 【第9条の2関係】

出入国手続時に自動化ゲートにカードを挿入するとカード上に上陸許可日，在留期限等が印字 【第9条関係】

・カード発行に当たって諸経費を手数料として徴収 【第67条の2関係】

今後の l自動化ゲートの利用が促進されるよう，在外公館等による外国企業への周知も含めた積極的な広報に努めるとともに，
運用 l機器の整備が必要




